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丸井グループのサステナビリティ経営☆: (I) 事例研究 

Sustainability Management at Marui Group (I) A Case Study 
 
谷口和弘(Kazuhiro Taniguchi) 
 
本稿では，丸井グループのサステナビリティ経営にかんする事例研究を試みる。とくに創業

家 3 代目 青井浩社長 (以下，青井社長) を中心に当社がどのように ESG (環境 

[Environment]・社会 [Society]・ガバナンス [Governance]) への取り組みを強化してき

たかを論じるつもりである。とくに彼は，未来投資・小売・フィンテックといった三位一体

の事業展開をつうじて「インクルージョンの丸井」という新機軸を構築しつつある。 

 
This paper aims at studying how sustainability management have developed at Marui 
Group on the basis of case method. In doing so, it sheds light on leadership demonstrated 
by Hiroshi Aoi, the third president of the founding family, to understand how the 
company has dealt with ESG (environment, society, and governance) issues. In particular, 
he is making a new departure by emphasizing “inclusion” through the three-pronged 
business operation of future investment, retail, and FinTech. 
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1 ．はじめに

本論文では，丸井グループのサステナビリティ経営とそのトップ・マネジメントのリーダー
シップにかんする事例研究を試みる。すなわち，創業家 3代目 青井浩社長（以下，青井社長）の
リーダーシップに焦点をあて，当社がどのように ESG（環境［Environmental］・社会［Social］・ガ

バナンス［Governance］）への取り組みを強化してきたかを論じるつもりである
1）
。とくに強調して

＊　この主題の下，（Ⅰ）事例研究と（Ⅱ）分析の 2部構成として展開される。その関係で（Ⅱ）分析の参考
文献については，（Ⅰ）事例研究に一括して掲載することとしたい。本論文の作成にあたって，慶應義塾大
学での特別講義を頂いた丸井グループの青井浩社長，および特別講義の事前準備・当日の進行にご助力下
さった宇高由紀子広報室長はじめ当社関係者の皆様にこの場をお借りしてお礼を申し上げたい。事例の選択
や特別講義の企画などについてご助言ならびにご尽力を賜っている KPMG FAS，一橋大学 CFO教育研究セ
ンターの河原茂晴氏にも深く感謝を申し上げたい。さらに，特別講義の編集・進行などでご助力頂いている
多摩大学の高部大問氏，およびフリーランスの加藤瑠伊氏にもお礼を申し上げたい。本論文での記述は，基
本的に敬称略としていること，そして登場人物の職位・肩書は執筆時点のものであることをあらかじめ断っ
ておきたい。なお，本論文に残されたありうべき過誤については著者に帰す。

 1）この点については，青井（2019a, 2022a, b, c）が詳しい。なお，世界における ESGの普及の主なきっかけ
は，2006年に発表された PRI（Principles for Responsible Investment：責任投資原則）に求められる（谷
口 2022b）。

＜要　　約＞
本論文では，丸井グループのサステナビリティ経営にかんする事例研究を試みる。とくに創業
家 3代目 青井浩社長を中心に当社がどのように ESG（環境・社会・ガバナンス）への取り組み
を強化してきたかを論じるつもりである。とくに彼は，未来投資・小売・フィンテックといった
三位一体の事業展開をつうじて「インクルージョンの丸井」という新機軸を構築しつつある。

＜キーワード＞
丸井大家族主義，サステナビリティ経営，インクルージョン，ESG，共創

三田商学研究
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谷　口　和　弘

丸井グループのサステナビリティ経営
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＊
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おくべき点は，青井社長は，サステナビリティ経営をアプリとした場合，それを支える OSとし
ての企業文化が不可欠だと考えていることである。経営者は，企業文化のデザイナーとしてリー
ダーシップを発揚しなければならない

2）
。そして企業文化にもとづいて，環境変化の文脈で新しい

経営の仕方を模索していく必要がある。
丸井グループの創業者 青井忠治は，個人の自己実現と企業成長とを連環させる「丸井大家族
主義の思想」（鳥羽 1987）を重視し，これにもとづいて日本初のクレジットカード発行，業界初
の IBM大型コンピュータ導入などによって，戦後の高度経済成長期に人々の生活を豊かにすべ
く「月賦の丸井」という新機軸を打ち出すことに成功した。 2代目 青井忠雄は，高度経済成長
期とバブル経済期において若者をターゲットに百貨店として，丸井限定のクローズド型の「赤い
カード」による高価な DCブランドの洋服の販売で成功を遂げ，「ヤングとファッションの丸井」
という新機軸をつくった（青井 2019a）。そして青井社長は，未来投資・小売・フィンテックと
いった三位一体の事業展開をつうじて「インクルージョンの丸井」という新機軸を構築しつつあ
る。
本論文は，以下のごとくに構成される。第 2節では，創業者による丸井大家族主義の思想につ
いてふれる。第 3節では，サステナビリティ経営に向けた丸井グループの変革に焦点をあてる。
第 4節では，青井社長がサステナビリティ経営先進国としてベンチマークするオランダについて
言及する。そして最後に，結語を述べる。

2 ．創業者 忠治による丸井大家族主義の思想

丸井グループの創業者 忠治は，創業以前は丸二商会で家具の月賦販売に従事し，そこからの
れん分けという形で中野にあった店を譲渡してもらい，1931年 2 月17日に独立・創業した

3）
。1935

年 3 月，阿佐ヶ谷支店設立の際にはじめて丸井の商号を用いた。1936年10月，中野本店を「中央
線唯一のデパート」と位置づけ，丸井の商号で駅前に開店した。さらに1937年，株式会社丸井を
設立し，個人経営からの脱却を図った。戦後1946年，家具の現金販売で営業を再開し，その翌年，
戦前の本店跡地に中野本店を再興した

4）
。

月賦販売は伊予商人に伝わる手法であり，実際，丸二商会の従業員の多くは愛媛県出身であっ
た
5）
。富山県出身の忠治は，この組織のなかでは異端児とみなされ，独特な企業文化に染まること

 2）青井社長による特別講義（2022年 1 月19日，慶應義塾大学）による。理論的にみた企業文化やリーダー
シップの重要性については，たとえば Barnard（1938），Kreps（1990），Selznick（1957）などを参照。

 3）より正確には，この店は借家だったので建物の譲渡はなく，丸二の商号の下で営業が行われていた（鳥羽  
1987，p 132）。

 4）以上，鳥羽（1987）に負う。中野本店は戦火をまぬがれたものの，中国人による不法占拠によって東亜閣
という中華料理店兼結婚式場となった時期がある。忠治は，中国人経営者とねばり強い「交渉」を続け，敷
地800坪の杉並区の自宅を売却することで立退料を工面してまで，1947年 1 月末にようやく中野本店の取り
戻しに成功した（鳥羽 1987，pp 170-85）。忠治は，丸二商会で厄介な集金の経験を積んだことで，いかな
る相手との交渉にも慣れていたため，結果的に彼の交渉相手は，「対立一辺倒ではなく，相手のことも考え
る忠治の姿勢に感銘を受けた」（出町 2015，p 67）。
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なく，少し離れたところから客観的に物事を俯瞰する習慣がついたようである（青井 2019a；野
中 2021；鳥羽 1987）。丸二商会の企業文化は，店員が商売の仕方を学習するとすぐ独立していた
こともあり，ごまかし，いじめ，騙しなどといった具合に手段を選ばず，同僚を出し抜いて自己
利益を獲得することを当然のこととみなすものであった。こうした意味で，機会主義的
（Williamson 1975）な企業文化であったといえる。こうした企業文化には，創業者の人間的な冷酷
さ─長年つかえていた店員ですら，不正を働いたことが発覚するとすぐに警察につきだしたと
いうエピソードに集約される不寛容─が部分的に反映されていた，と解されるだろう

6）
。

しかし忠治は，「死んだ気になれば何でもできる」という気概をもって，難しい仕事とされた
集金，行き届いたねばり強い接客，事業機会を捕捉する機敏な行動力などをつうじて，機会主義
とは対照的に，自己実現に向けて真摯に取り組んだ（鳥羽 1987）。そして，彼の自己実現にたい
する強いおもいの源流は，彼の高校時代にさかのぼることができよう。彼は，富山県立工芸学校
（現在の富山県立高岡工芸高等学校）に入学してすぐ，当時の校長 伊藤宣良からアンドリュー・
カーネギー（Andrew Carnegie）の訓話をきく機会をえた。すなわち，

カーネギーはその晩年になってから，……毎日コツコツと自分の仕事に打ち込むことが，
周囲の人びとを助け，やがては＜汝のこと＞，つまり自分のこととして必ず報われる，とい
う意味のことを言っています。みんなも社会にでたら，今日の話を忘れずに努力して下さい
（鳥羽 1987，pp 63-4）。

すべて汝がことなれ。忠治は，この言葉を一生忘れることなく，1963年には丸井の社訓とした
7）
。

結局それは，「丸井大家族主義の思想」（鳥羽 1987，p 241）とでもよびうるものに昇華した。す
なわち，

皆さん，自分のために努力しなさい。そうした努力によって会社は大きくなるのです。そ
してそれが，結局は皆さんの利益として戻ってくるのです（ibid.）。

要するにそれは，個人の自己実現と企業成長とを連環させる思想を表す。

 5）「伊予の椀舟衆」とよばれる舟による漆器類の行商団は，やがて舟をおりて九州を中心に販売活動を行う
ようになった。そして，彼らは上京した当初，料亭や集会所などで商品を並べて売る展示販売を行ってい
た。やがて，渡部清一郎が経営していた新宿 2丁目の丸共から独立した村上市太郎により丸二商会がつくら
れた。詳しくは，鳥羽・田中（1981）や若林（1985）を参照。

 6）詳しくは，鳥羽（1987，pp 89-100）を参照。
 7）忠治は，この言葉から派生して「ギブ・アンド・テイク」「積善の家に余慶あり」「善の循環」といった言
葉を従業員に向けてよく口にしたという。この点については，鳥羽（1987，p 65）を参照。さらに，単なる
偶然かもしれないが，きわめて興味深いのは，忠治と同じ富山県出身で YKKの創業者 𠮷田忠雄も，カー
ネギーの影響をうけ，「他人の利益を図らずして自らの繁栄はない」（𠮷田 2016）ことを意味する「善の巡
環」という独特な表現で，自社の事業活動をつうじた価値創造が社会の繁栄につながり巡り巡って自社の繁
栄につながることを強調した点である。この点については，谷口（2008）を参照。
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これまで忠治は，「店主の自分は親，従業員は子供」（鳥羽 1987，p 245）といった「企業 ＝ 家
族」といった企業観をつうじて経営を行ってきた。彼は述べる。すなわち，

俺は連中を面接し，見込んで採用してやり，手とり足とりで教え込んでやった。地方の出
身者は自宅に住まわせ，家族同様三度の食事を一緒にしてきた（鳥羽 1987，p 249）。

しかしながら，企業成長にともなう大組織化や労働組合の生成などにともない，権威主義的な親
としての経営者を中心とした家としての企業の経営を是とする経営家族主義は，もはや限界をむ
かえた。

3 ．サステナビリティ経営に向けて

忠治は，1960年の日本初のクレジットカード発行，1966年の業界初の IBM大型コンピュータ
導入などによって，戦後の高度経済成長期において人々の生活を豊かにすべく耐久消費財向けの
「月賦の丸井」という新機軸をつくりだした

8）
。そして，「景気は自らつくるもの」という言葉を

常々口にし，販売不振を環境のせいにするのは責任回避にすぎないとみなし，主体的な努力・創
造性をつうじた業績向上の重要性を強調した（鳥羽 1987）。
一方，長男 忠雄は1955年，早稲田大学商学部卒業後，忠治の命をうけて中野忠男という通称
で丸井に入社した。それは，社長の息子ということで周囲が特別扱いするのを避け，大成すべく
試練をうけるためだったという（加納 1984）。彼は，類稀なるビジネスセンス─とりわけマー
ケティングの才能─にめぐまれていた

9）
。そして1972年，忠治の後継者として社長になった。忠

雄は，高度経済成長期とバブル経済期において若者をターゲットに百貨店として，丸井限定のク
ローズド型の「赤いカード」による高価な DCブランドの洋服の販売で成功を遂げ，「ヤングと
ファッションの丸井」という新機軸をつくった。すなわち，「丸井は若い人にファッションを赤
いカードで売る会社だ」（青井 2019a，p 42）という成功の方程式を確立した。そして彼は，「小売
業は時流適応業」というフレーズを用い，変化が激しい時代における迅速な適応を重視した（鳥
羽 1987）。
そして青井社長は2005年，創業家 3代目として忠雄の後を継いだ。現在，未来投資・小売・

フィンテックといった三位一体の事業展開をつうじて「インクルージョンの丸井」という新機軸
を構築しつつある。主として少子高齢化時代において，すべての世代を対象とした汎用性の高い
オープン型のエポスカードの導入，そしてモノだけでなくコトも提供可能な不動産型商業施設へ
の転換などを図った。

 8）以下，丸井グループの経営の新機軸にかんする進化プロセスの概要は，青井（2019a，pp 40-1）に負う。
 9）以上，鳥羽（1987）に負う。そして，「マルイ，マルイは駅のソバ」「1,000円で10,000円のお買い物」と
いったキャッチフレーズをはじめ，○｜○｜のロゴは，忠雄が生み出したものである（日経ビジネス 1991；
鳥羽 1987）。さらに1960年，月賦をクレジットといいかえたのも忠雄だった（加納 1984）。
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こうした丸井グループの変革の土台には，つねに「信用は私たちがお客さまに与えるものでは
なく，お客さまと共につくるもの」という創業者の言葉に由来する「信用の共創」というコアバ
リューがあった

10）
。そして，一連の変革は経営危機から生じた。すなわち，青井社長就任後の2007

年以降，環境変化にともなう BM（ビジネスモデル）の陳腐化，貸金業法改正，リーマン・ショッ
クを主な契機として，丸井グループは深刻な経営危機に陥った。それによって長期視点の経営を
重視するようになり，ESGの取り組みを活発化させた

11）
。

とくに当社は，2015年から「共創経営レポート」という名の下，とりわけ投資家との対話を深
めるべく統合報告書を発行するようになった。それは，「他社とは異なる個性

4 4 4 4 4 4 4 4 4

を表現できる『自
由演技』」（青井 2022a：傍点著者）の集大成として位置づけられる。その作成にあたって社長自身，
1年間で関連ミーティングに参加する回数は20回以上にも及ぶ。また，投資家が知りたい情報の
ニーズを探るべく， 1年あたり250回ほど投資家への個別訪問を実施する

12）
。さらに，多様なステ

イクホルダーの利益の調和を強調し，その出発点として2016年，ESG推進部を設置した。
青井社長は，ESGについて述べる。すなわち，

私はもともと ESGの取り組みをやりたい気持ちがありましたし，社員もきっとやりたい
はずだと。思った通り，女性活躍やインクルージョン，健康経営，サステナビリティなど
テーマを挙げてプロジェクトメンバーを公募すると，バーッと手が挙がりました（青井  
2020a，p 28）。

結果的に丸井グループは，ブルームバーグ ESG開示企業ランキングで世界小売業 1位となった。
そして，株価にかんして ESGプレミアムを享受するにいたった（青井 2022b）。株主との対話に
配慮した ESGを土台として，これを昇華させることによりステイクホルダーのためのサステナ
ビリティ経営に取り組んだ

13）
。その結果，国内外で際立つサステナビリティ企業として最高の評価

をえるようになった。
丸井グループは2019年 2 月，サステナビリティ経営の推進に向けた「共創理念体系」を明示し

10）青井（2019a）は，こうした創業者の言葉について，「これこそが丸井の本質で時代を超えた価値（あるい
は）……自社を自社たらしめている価値」（p 44：括弧内著者）として重視する。青井社長によれば，そうし
たコアバリューは「これを除いてしまうともはや自分たちではなくなってしまうような価値」（青井  
2019b，p 96）で，玉ねぎの芯になぞらえることができるという。

11）長期的な企業成長のためにはパーパス（存在意義）の下で ESGに取り組むことが不可欠だという経営観
（e.g. Henderson, 2021; Henderson and Serafeim, 2020; Henderson and Van den Steen, 2015）が世界的にも支
持されるようになった。しかし丸井グループでは，ESGは投資家目線での表現だとみなされるため，ステ
イクホルダーの多様性に配慮してサステナビリティという言葉を用いる（青井 2019b）。また，経営危機に
起因した ESGの取り組みについて，青井社長は「当社は 1回本当に潰れそうになったので，跳ぶしかな
かったのです」（日経 ESG 2020a，p 52）と回想している。結果的に丸井グループは，際立つ ESGの取り組
みによって跳ぶことができた。

12）ここでの記述は，青井（2018a），日経エコロジー（2018），そして日経 ESG（2019）に負う。
13）丸井グループのサステナビリティへの取り組みについては，2016年から2018年が共創経営，2018年以降が
共創サステナビリティ経営と位置づけられている。詳しくは，丸井グループ（2019，p 37）を参照。
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三 田 商 学 研 究16

た。この体系は，「私たちのめざす姿」「私たちの価値観」によって構成される。前者は，
「MISSION：すべての人が『しあわせ』を感じられるインクルーシブで豊かな社会を共に創る」
というパーパス，そして「VISION 2050：ビジネスを通じてあらゆる二項対立を乗り越える世界
を創る」というビジョンからなる。他方で後者は，「お客さまのお役に立つために進化し続ける」
「人の成長 ＝ 企業の成長」という経営理念，そして「信用の共創」「景気は自らつくるもの」と
いう共有価値観からなる

14）
。

さらに当社は，われわれの社会にみられるさまざまな二項対立を乗り越えるためのカギをイン
クルージョンに求める。すなわち，「これまで見過ごされてきたものを包含する・取り込む」（丸
井グループ 2019，p 7）ことによって二項対立を超克し，社会課題解決と企業価値向上の同時実現
を企てる。より具体的には，「これまで見過ごされてきたもの」とは，たとえば正規分布を前提
とすれば，その裾野部分ということになる。この看過されてきた裾野部分をも取り込み，「『すべ
ての人』の『しあわせ』の実現」（ibid.）をめざすのである。
当社は，2019年から無形資産を重視した知識創造型 BMに注力してきた。この BMは，多様

なステイクホルダーの共通利益を拡大するためのもので，創業以来の小売主導の労働集約型 BM

とも，2006年以降のフィンテック主導の資本集約型 BMとも異なる
15）
。より具体的には，「売り場

の魅力を高めて集客を増やし，クレジットカードの新規会員を獲得する」（日経 ESG 2020b，p 25）

ことにより，テナントや顧客から生涯えられる利益である LTV（顧客生涯価値）の拡大に向けた
SaaS（ソフトウエア・アズ・ア・サービス）型 BMである。
また，当社の BMの土台となる無形資産とは，すなわち，組織の人々や組織自体が有する多
様なケイパビリティである。なかでも当社は，「社員一人ひとりが多様なステークホルダーの視
点に立ち，相手の想いや痛みを理解できる『共感する力』を……進化させ続けることが，お客さ
まをはじめ，社会や環境の課題解決につながる『革新する力』を生み出す源になる」（丸井グルー
プ 2019，p 35）と考える。要するに，共感と革新にかんするケイパビリティ進化という局面での
個人の自己実現が企業成長につながる様子を理想として描く。
とくに青井社長は，丸井グループでの自らの経験をふまえ，イノベーションを持続できる組織
をデザインするには， 3つの効果的な方策を同時並行的に実行すべきだと考える（青井 2019a）。
彼は，こうした組織デザインの面でリーダーシップを発揚してきた。すなわち第 1に，「グルー
プ間職種変更異動」という制度である。この制度の導入によって，個人のケイパビリティ進化に
注力する

16）
。この点について，彼は述べる。すなわち，

この狙いは，よい意味で素人になることです。素人は学んだり素直に吸収しなければ成長
することはできないので，変化を受け入れる力があります。また，別の仕事を経験すること

14）丸井グループ（2019，pp 34-5）を参照。
15）ここでの記述は，青井（2022b）に負う。
16）日経 ESG（2021）によれば，当社の従業員を対象としたアンケートでは，職種変更によって自己成長を
実感した，と回答した従業員は全体の86％を占める。
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丸井グループのサステナビリティ経営 17

で，私たちが「個人の中の多様性」と呼んでいる「さまざまな視点から物事を見て考える
力」もつきます（青井 2019a，p 43）。

同じ現場に10年，15年と長くいる人ばかりのところでは変革が起きないことが分かりまし
た。どんどん人が入れ替わり，新しい人が入ってくる現場は，あれやってみよう，これやっ
てみようと，小さいながらもイノベーションが起きていたのです。だとすれば入れ替えたら
いいということで，やり始めました（青井 2020a，p 28）。

長い時間をかけて組織のルーティンが発展するにつれて，個人は新しい物事に挑戦することでリ
スクを負担するより，むしろルーティンに依存して現状維持を選好することでリスクを回避する
習慣を身につけがちとなる。それによって，組織の活性化につながる個人のイニシアチブが犠牲
になり，事なかれ主義が蔓延した停滞した組織のなかでイノベーションの種子は発芽の機会を失
うことになる。
第 2に，価値観の共有である。前述したように丸井グループの本質は，「信用の共創」を重視
する当社独自の価値観にある。これを新しい時代のなかで進化させてどう共有するかが，変革を
支える柱となりうる。この点について，青井社長は述べる。すなわち，

どうすればステークホルダー間の利益の対立を乗り越えて，利益の調和としての企業価値
を創造することができるのか。そのために私たちが大切にしているのが「共創」という考え
方です（青井 2019b，p 94）。

表層的な「若者・ファッション・赤いカード」のような型ではなく，「お客様や社会にど
のような価値を提供してきたから，丸井の存在意義が認められてきたのか」という本質的な
価値です。……何のために自分が仕事をしていて，この会社は何のためにあるのか，どうい
う価値を提供するのが自分たちの本質的な役割なのか。……価値観をみんなで共有すること
ができれば，外から人が来ても排除せずに一緒に働けると思います。価値観という柱がない
状態で，違う経験をした人を入れても，排除してしまいますし，変わることもできません
（青井 2019a，p 44）。

すなわち，利益の調和を是とする価値観の共有は，インクルージョンと変化の双方を実現するた
めの重要な要件の 1つにほかならない。
そして第 3に，個人のイニシアチブを促進する「手挙げの文化」である。つまりそれは，丸井

グループ独自の企業文化とみなされ，目的を定めて思考・行動を拘束することなしに対話をつう
じて多様な意見の熟成を図る一方，論文の提出・審査といった競争プロセスをつうじてさまざま
な従業員の自発的な意見表明を促進するような共有価値にほかならない。
青井社長は，企業文化のイノベーションに取り組み，「強制から自主性へ」「やらされ感から楽
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三 田 商 学 研 究18

しさへ」「上意下達から支援へ」「本業と社会貢献の分離から本業をつうじた社会課題の解決へ」
「業績至上主義から企業価値志向へ」といった形で組織における共有価値のシフトを実現した

17）
。

また青井社長は，サステナビリティ経営をアプリとした場合，それを支える OSとしての企業
文化が決定的に重要な意味をもつと考える

18）
。そして2019年 1 月，サステナビリティ経営に向けた

断固たる決意を記した。すなわち，

ビジネスを通じて持続的な社会，地球環境を実現するためには，将来世代
4 4 4 4

というステーク
ホルダーと共に取り組むことが必要だと自覚したのです。とりわけ，環境問題については，
……子どもたちや未来の世代のことを考えると今すぐにでも取り組むことが必要で，それが
私たちにとっての倫理的な責任

4 4 4 4 4 4

であると思ったのです。私たちが共創サステナビリティ経営
に取り組み始めたのは，丸井グループの持続可能な成長のためだけではありません。私たち
が望んだのは，持続可能な社会と地球環境の実現です。すべてのビジネスがサステナビリ

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ティを実践するようになってほしいという願い
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

で，そのフロントランナー
4 4 4 4 4 4 4 4

となるべく走り出
したのです（丸井グループ 2019，p 13：傍点著者）。

つまり，彼が志向するサステナビリティ経営の要諦は，「倫理的な責任」にもとづき，個別企業
の持続可能性ないし持続的競争優位にとどまらず社会・地球環境の持続可能性をも斟酌し，「す
べてのビジネスがサステナビリティを実践するようになってほしいという願い」の下，実業界の
「フロントランナー」となるという気概をもとに「将来世代」とともに社会課題解決と企業価値
向上の同時実現に向けて真摯に取り組む，という共創に求められる。そして実際，共創を経営の
軸にすえたことで，それに共感し，同じ意志をもつ人材が入社するようになった（青井 2017）。
さらに2021年12月，『共創経営レポート 2021：OUR IMPACT 将来世代と共にインパクトを起
こそう』（丸井グループ 2021）を発表した。インパクトとは，「今後注力すべき方向性を明確化し
た」（ibid., p 1）もので，社会を良い形に変えていくのに不可欠とされる。これは，「『ステークホ
ルダーが私たちに求めること』の中で『私たちが応えられること，応えたいこと』」（ibid., p. 7）

を意味し，端的にはステイクホルダー価値を表す。かくして丸井グループのサステナビリティ経
営は，顧客，取引先，従業員，将来世代，地域・社会，株主・投資家といった「すべてのステー
クホルダーの利益としあわせの調和」（ibid., p 9）を実現し，拡大させていくことを意図したもの
とみなされる。
具体的には，（ 1）「将来世代の未来を共に創る」，（ 2）「一人ひとりの『しあわせ』を共に創
る」，（ 3）「共創のプラットフォームをつくる」といった 3つのテーマからなり，それぞれの
テーマは，（ 1）「脱炭素社会の実現」「サーキュラーエコノミーの実現」，（ 2）「一人ひとりの自
己実現を応援」「一人ひとりの『好き』を応援」，（ 3）「共創の『場』づくり」「社内外に開かれ

17）青井（2022b）を参照。日経 ESG（2021）によれば，当社のプロジェクトに手挙げで参画した従業員は，
2021年 3 月期に4,058人で全体の79％に達した（2017年 3 月期には41％）。

18）青井社長による特別講義（2022年 1 月19日，慶應義塾大学）による。
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丸井グループのサステナビリティ経営 19

た働き方の実現」といった重点項目をもつ（ibid., p 8）。丸井グループ（2021）によれば，前述の
MISSION，VISION 2050が当社にとって将来的に「めざす姿」だとすれば，このインパクトはそ
の姿の実現に向けた明確な方向性なのだという。
ここで注意しなければならないのは，丸井グループは，競争に勝つことやカネもうけを過度に

強調する利己的な功利主義計算への偏りを是とするわけでもなければ，社会のための慈善的な問
題解決を過度に強調する利他的な倫理的行動への偏りを是とするわけでもないという点である。
この点について，青井社長は述べる。すなわち，

自分がやりたいことでお金を稼げる，仕事と自分の人生の価値観が重なることを企業で実
現する。我々は将来世代に豊かな未来をつなげていきたい。……今までは数字だけが目的に
なり，利益の中身についてあまり考えずにやってきた。やりたいことと利益が一体になるこ
とが「利益と幸せの調和」なのではないか（相馬 2021，p 11）。

社会に配慮しつつ，会社での仕事と自分の価値観とを調和させる。それによって社会課題解決と
企業価値向上の同時実現を図るのが，サステナビリティ経営の要諦をなす共創の本質ということ
なのだろう。

4 ．サステナビリティ経営先進国オランダに学ぶ

これまで青井社長は，サステナビリティ経営を推進するうえで，ユニリーバ（Unilever）や
フィリップス（Philips）などオランダにゆかりのある企業をベンチマークしてきた

19）
。オランダは

国土の 1/4 が水面下で，北極の気温が 1度上昇すると土地が沈むため，歴史的に水害との戦い
が根づいており，人々がサステナビリティに傾注せざるをえない環境にあった。そのため，人々
には自然とサステナビリティにたいする高い意識が醸成された。したがってオランダは，学習の
ベースとすべきサステナビリティ先進国なのだという

20）
。

そして青井社長は，サステナビリティ経営に取り組むオランダ企業のさまざまな経営者が共通
して口にしていることに気づき，これを会得した。すなわち，

サステナビリティって何ですか。This is my life. だからもう自分のライフワーク。人生を
かけてやっているので，仕事と人生が分かれていないんです。……生きがいと仕事が分かれ
たままの状態でサステナビリティ経営は絶対にできない，というのが僕の考え方。それを変
えていくのが企業文化だ，と僕は思う

21）
。

19）ユニリーバは，イギリスのリーバ・ブラザーズ（Lever Brothers）とオランダのマーガリン・ユニ
（Margarine Unie）が1930年に統合してできた。他方，フィリップスは，1891年にオランダで設立された。
20）青井社長による特別講義（2022年 1 月19日，慶應義塾大学）による。
21）青井社長による特別講義（2022年 1 月19日，慶應義塾大学）による。
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三 田 商 学 研 究20

長い時間をかけて進化してきた企業文化が，仕事と人生とを連結することによってサステナビリ
ティを支える土台になるということである。
さらに青井社長は，日本においてサステナビリティ経営が普及していくうえでの問題点を指摘
する。すなわち，

サステナビリティ（経営）というものは，……強制してやらせたり，やらされるものでは
ない。自分の人生，自分の生き方と重なることしか実行できない。そういうわけで，今まで
の工業社会での働き方とか，経営のあり方とまったく違うと思う。自分が人生をかけてやり
たいと思っていなければ，命令してもできません。このことが日本企業でサステナビリティ
経営が進まないことの大きな理由の 1つだ，と僕は思う。……日本企業では，いまだに工業
社会型の組織と企業文化が根強い。上意下達。指示・命令徹底型。こういったことで工業社
会として成功したわけですが，このことがポスト工業社会になって，ましてやサステナビリ
ティ（経営）という全然今までと違う……とんでもなく変革的なパラダイム・チェンジをや
ろうとしているときに軍隊式の企業文化で……できるわけがない

22）
。

陳腐化した多くの日本企業の組織や企業文化では，サステナビリティ経営はとうてい困難だとい
うことである。
しかし，サステナビリティ経営への取り組みという点で日本企業のなかでも異色な丸井グルー
プは2020年10月，国分グループと協力し，オランダのトニーズチョコロンリー（Tony’s 

Chocolonely）の日本進出を支援することを発表した
23）
。そして翌月，有楽町マルイでそのプロモー

ションを行ったが，多くの人々がやや割高にもかかわらずサステナビリティに配慮したこのオラ
ンダ企業のチョコレート製品を購入したという。この点にかんして青井社長は，その製品にこめ
られた奴隷労働をやめようという人権問題啓発に向けたメッセージと，製品の高いデザイン性と
のギャップがうけいれられたのではないか，とみる

24）
。

トニーズチョコロンリーの創業者は，トゥン・ファン・デ・カゥクン（Teun van de Keuken）通
称トニー（Tony）というジャーナリストで，番組でカカオ産業における児童労働の過酷な状況な
ど食品生産の闇に光をあてた。そもそも，世界のカカオ生産の大部分を占める西アフリカにおけ
る児童労働は，2000年にイギリスの番組で取り上げられた。その反響もあって，アメリカでは
2001年，カカオ関連の生産プロセスで最悪の児童労働を撤廃すべく，ハーキン・エンゲル議定書
（Harkin-Engel Protocol）が締結された。にもかかわらず，児童による奴隷労働は根絶されなかっ
た。そしてトニーは，違法な児童労働でつくられたチョコレートを自宅で食べた罪で自分自身を
告訴した。また，ネスレ（Nestlé）などのグローバル企業にたいしてスレイブフリー・チョコ
レートの生産を働きかけたものの相手にされず，孤独感にさいなまれた。結果的に2005年，児童

22）青井社長による特別講義（2022年 1 月19日，慶應義塾大学）による。ただし，丸括弧内著者。
23）https://www.0101maruigroup.co.jp/pdf/settlement/20_1026/20_1026_1.pdfによる。
24）青井社長による特別講義（2022年 1 月19日，慶應義塾大学）による。
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労働とは無縁の調達ルートを開拓することでチョコレート生産に新規参入した
25）
。

5 ．結語

以上，丸井グループにおけるサステナビリティ経営の進化プロセスに焦点をあてた。丸井グ
ループの創業者 忠治は，個人の自己実現と企業成長とを連環させる「丸井大家族主義の思想」
を重視したが，青井社長は，この思想にもとづいてサステナビリティ経営を進化させたと考えら
れる。
すなわち青井社長は，共感と革新にかんするケイパビリティ進化という局面での個人の自己実

現が企業成長につながる様子を理想として描く。そしてこの理想の下，顧客，取引先，従業員，
将来世代，地域・社会，株主・投資家といったステイクホルダーの利益としあわせの調和を意図
する。社会に配慮しつつ，会社での仕事と自分の価値観とを調和させることによって，社会課題
解決と企業価値向上の同時実現を図る。この点にこそ，丸井グループのサステナビリティ経営の
要諦をなす共創の本質がみいだされよう。
そして青井社長は，イノベーションの持続のための組織デザインに向けてリーダーシップを発

揚してきた。すなわち第 1に，「グループ間職種変更異動」の制度を導入し，個人のケイパビリ
ティ進化に注力してきた。第 2に，利益の調和を是とする「信用の共創」という価値観を共有し，
インクルージョンと変化の同時実現を志向してきた。そして第 3に，個人のイニシアチブを促進
する「手挙げの文化」である。
さらに青井社長は，新しい時代において企業文化のイノベーションに向けてリーダーシップを

発揚し，自主性，楽しさ，支援，本業をつうじた社会課題の解決，そして企業価値志向によって
特徴づけられた共有価値を発展させた。
現在の「インクルージョンの丸井」を支えるサステナビリティ経営は，「倫理的な責任」にも

とづき，会社の持続可能性を超えて社会・地球環境の持続可能性にも配慮し，「すべてのビジネ
スがサステナビリティを実践するようになってほしいという願い」の下，実業界の「フロントラ
ンナー」となるという気概をもとに「将来世代」とともに社会課題解決と企業価値向上の同時実
現に向けて真摯に取り組む，という共創にもとづく。
この事例研究の結びとして，丸井グループのサステナビリティ経営のカギは共創に求められる

ことをあらためて強調しておきたい。

 ［（Ⅱ）に続く］

25）以上，https://tonyschocolonely.com/nl/en/our-mission/how-it-all-started，および白木（2013）に負う。
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